
様式第１号（第４条及び第８条関係：優れた文化芸術活動支援事業、周年支援事業及び映像作品活用支援事業に

係るもの） 

    令和 年度鳥取県文化芸術活動支援補助金補助事業実施計画書 

１．事業区分 
（該当する区分に☑をしてください。） 

□ 優れた文化芸術活動支援事業 □ 周年支援事業 □ 映像作品活用支援事業 

２．事業の名称 展示会、公演、イベント等の事業の名称 

３．事業の目的 申請事業を通じて達成を目指していることを具体的に記載 

４．開催期間 事業の開催日時 

５．開催場所 
（会場名・ホール名）会場名 

（所在地）市町村名 （県外の場合は、あわせて都道府県名を記載） 

６．事業概要 事業の内容、特に特徴及び見どころについて詳細に記載 

７．独自性及び創造性 事業にかかる文化芸術活動の独自性及び創造性について詳細に記載 

８．発展性 
事業の実施により掘り起こしが期待される鑑賞者及び支援者や当該文化芸術活動

の事業実施後の発展の見込について具体的に記載 

９．発信性 事業の発信方法・対象について具体的に記載 

１０．実施体制 
□ 交付要綱別表（１・３・４）第２欄に定める基準に抵触していません。 

交付要綱をご確認の上、同意の☑を行ってください 

１１．事業の波及効果 

（該当する項目に○を付け、

その理由を具体的に記載し

てください。） 

活動範囲が複数市町村に

及ぶ活動（注３） 

 （理由を具体的に記載） 

例）活動範囲が複数市町村→出演団体

の構成員が複数市町村の在住者であ

る、または作品公募により全県的に出

品が見込まれるなど 

 

例）鑑賞者が複数市町村→全県的な広

報により複数市町村からの鑑賞者の

来場が見込まれるなど 

 

鑑賞者が複数市町村に及

ぶ活動（注３） 
 

波及効果が単独市町村に

限定される活動（注４） 

 

１２．

広報 

自ら行うもの 

（注５） 

広報方法、広告を掲載する媒体など 

他で取り上げてもら

うもの 

広報方法、広告を掲載する媒体など 

 

施設予約の関係などから、本申請書提出時点でまだ

開催期間や開催場所が確定してない場合でも、予定

している内容を記載してください。 

 

◆ 優れた文化芸術活動支援事業へ申請される場合 

「優れた文化芸術活動支援事業」は、募集期間終了後

に審査会を開催し、委員の協議により補助対象事業

候補を決定します。 

以下の審査基準を考慮の上、事業について詳細な説

明を記載ください。 

なお、欄が足りない場合は補足資料を添付していた

だいて構いません。 

 

【審査の観点】 

 ・創造性（加点項目） ・充実度（加点項目） 

 ・発展性（加点項目） ・実現性 

・事業効果 

＊プロと共演又は共催する場合は以下を追加 

 ・協働推進性 

＊本県の文化芸術活動の推進に顕著に寄与すると

認められる場合（上限額１００万円）は以下を追加  

・貢献度 ・発信性 

 

い
ず
れ
か
又
は 

複
数
に
○ 

【 注意点 】 



１３．入場料の徴収 
有  ・  無 ←いずれかに○ 

（ 料 金 設 定  「 有 」 の場 合 、料 金 設 定 を記 載 ）            ）  

１４．販売予定（実績） 

（注６） 
有  ・  無 ←いずれかに○ 

１５． 

入場（予定）

者数 

有料         人 参加予定者数 

（出品点数） 

会員 人（  点） 

無料       人 会員外 人（  点） 

計         人  計 人（  点） 

１６．

事業

効果 

（実績 

報告時 

記載） 

鑑賞者の声 

（注７） 

 

成果及び課題（注８） 

 

 

 

１７．共催  

１８．後援  

１９．協賛等  

２０．他の補助金の活用の 

有無 

〔 有 ・ 無 ←いずれかに○ 〕（名称：「有」の場合、活用する補助金

名およびその補助金の問い合わせ先を記載 ）  

 

※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてくだ

さい。 

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い

合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してく

ださい。 

２１．消費税の取り扱い 

〔一般課税事業者・簡易課税事業者・免税事業者・特定収入割合が５％を超え

ている公益法人等・地方公共団体・仕入控除税額が明らかでない一般課税事

業者〕←いずれかに○ 

（注１）申請時には、別紙様式（申請者活動状況調）を添付すること。 

（注２）申請時には、過去に実施した同種事業（直近３回）の事業内容及び収支決算の状況がわかる資料を添付

すること。（作品展示の場合、作品のポートフォリオ（資料）を添付すること。） 

（注３）実績報告時には、活動範囲又は鑑賞者が複数市町村に及ぶ活動であることが確認できる資料（アンケー

トの結果、活動者の構成等）を添付すること。 

（注４）申請時には、当該市町村（市町村文化団体を含む）から助成が行われることが確認できる資料を添付す

ること。また、実績報告時には、当該市町村（市町村文化団体を含む）からの助成の確定額が確認できる

資料を添付すること。 

（注５）自らが行う広報については、本補助金を財源として実施していることを明記すること。 

 

本申請書提出時点でまだ正式に確定していない場

合でも、予定している内容を記載してください。 

※未確定の相手先には、（予定）とつけてください。 

・ 有料入場人数（予定）分の収入は様式第２号の収

入へ計上してください。 

 

・ 参加予定者は事業に出演、出品等を行う人数を

記載してください。 

（作品展示の場合は、出品点数もあせて記入） 

 
申請時には記載不要 

 

・ 過去に実施した同種事業があれば、直近３回

分の事業内容（チラシで可）、収支決算を添付

してください。 

 

・ 作品展示の場合、作品のポートフォリオ（資料）

を提出してください。なお、ポートフォリオは

審査会の審査資料として利用しますので、自

身の作品や制作活動に対するコンセプト等が

他者に伝わるようなものとなるようご留意く

ださい。 

 

事業の波及効果が単独市町村に限定される活動

の場合は、当該市町村から助成が行われる活動で

あることが補助事業の要件であるため、資料を提

出してください。 

作品を販売する場合、収益を様式第２号の収入へ計

上してください。 

舞台公演の場合、補助対象経費の１０パーセント以上

を入場料で確保できることが要件となっています。 



（注６）作品を販売する場合、販売による収益は収入として計上すること。 

（注７）アンケート等で鑑賞者の声を聴き、実績報告時に記載すること。 

（注８）事業を振り返り、今後の活動に反映すべきこと等を具体的に記載すること。（事業実績を鳥取県のホー

ムページ上で公開する予定。） 

（注９）実績報告には、実施状況を示す写真、ポスター、チラシ、プログラム、広告掲載の写し、新聞記事等を

添付すること。 

 

担当者連絡先 

住  所 

〒 

担当者住所  ※個人による申請の場合、本人の住所 

 

団体名 
申請団体名  

 ※個人による申請の場合は空欄 
担当者名 

担当者氏名  

※個人による申請の場合は空欄 

連絡先 

電話：                 ﾌｧｸｼﾐﾘ： 

E-mail：  

 

 

 

 

 

申請内容に関する質問や、修正があった場合などの

連絡先として使用します。 

文化政策課からの連絡を受け取ることが出来る電

話番号、E-mail アドレスなどを記載してください。

（番号やアドレスを間違えないようご注意ください） 

 

本補助金に関する書類（交付決定通知書など）の郵

送先として使用します。 



（別紙様式）（様式第１号に係るもの） 

申請者活動状況調 

 

（ふりがな） 

申請者名 

申請団体名 

※個人による申請の場合、申請者氏名 

代表者 

職・氏名 

 申請団体代表者名 

※個人による申請の場合、空欄 

所在地 

〒 

申請団体の所在地、代表連絡先など （個人による申請の場合、自宅住所および連絡先） 

電話番号 

ファクシミリ番号 

申請者の性格 

①個人 

②任意団体 

 （常設組織・臨時組織） 

③法人 

④その他（      ） 

↑ いずれかに○ 

設立年月日 

（活動開始年月） 

年   月   日 

（    年   月） 

 

団 

 

体  

 

用 

 

設立目的 

 

 

設立目的を簡潔に記載 

組織状況 
会員数     人／事務局スタッフ   人 

役員の構成 

活動内容 通年を通して実施している活動内容 

主な活動実績 

(過去２年間程

度) 

 

過去に実施した主な展覧会、公演、イベントなどの実績、受賞歴などについて記載 

過去の助成実績 

※該当するもの

に○をつけてく

ださい。 

 平成１７年度鳥取県文化芸術活動活性化事業補助金 

 平成１８年度鳥取県文化芸術活動支援交付金 

   年度鳥取県文化芸術活動支援補助金 

   年度鳥取県文化芸術活動支援補助金 

   年度鳥取県文化芸術活動支援補助金 

（注）規約、役員名簿を作成している団体は添付すること。 

 

不明な場合は、わかる範囲で可 

 

特に顕著な実績（受賞歴、大規模または全国的・国

際的な活動など）がある場合は、過去２年にかかわ

らず記載いただいて構いません。 

また特筆すべき成果があればあわせて記載くださ

い。 

 

直近の人数を記載ください。 

規約、役員名簿を作成している場合、写しを添付し

てください。 

 

 
該当があれば記載 

 

過去に、本補助金による助成事業を行った実績が

あれば、○をつけて年度を記載してください。 

 


